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製　造　所

危　険　物　貯　蔵　所　事　故　発　生　届　出　書
取　扱　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表面）
	年　　　月　　　日

酒田地区広域行政組合

管理者　　　　　　　　　　　殿

届出者
住所
氏名


	１
	事故名
	

	２
	事故種別
主：◎・従：○
	１　爆発　２　火災　３　流出　４　破損　５　その他（　　　　）　６　コンタミ

	３
	事　故　発　生
	月　　日　　時　　分推定・確定
	６　鎮　圧・応　急

措　置　完　了
	　
　月　　日　　時　　分

	４
	発　　　　　見
	月　　日　　時　　分
	
	

	５
	覚　　　　　知
	月　　日　　時　　分
	７　鎮火・処置完了　　　　
	月　　日　　時　　分

	８
	覚知別
	１　１１９　２　無線　３　ホットライン　４　警察電話　５　駆付

６　事後聞知　７　一般加入　８　その他（　　　　　　　　　　）

	９
	気象状況
	天気：　　　　　風向：　　　　　風速：　　　　ｍ／ｓ　気温：　　　　　℃
相対湿度：　　　　　　％

	１０
	発生事業所
	
	１4
	発生箇所
	

	名　称　等：

業　　　態：
種　　　別：１　特別防災区域内

２　特別防災区域外

（レイアウト　第１種　第２種　その他）

事業の概要：

従業員数：　　　人　　　従業員のうち：　　　％

　　　　　　　　　　　　正社員の割合
	名称：

材質：

設置位置：　屋内　　屋外　　埋設

	
	１５　発生時
	

	
	運転状況：

作業状況：

	１１　発生場所
	
	１６　発生施設規制区分等
	

	所　在　地：
区　　　分：１　事業所内
２　事業所外（陸上　海上　その他）

特別防災区域名：
	施設区分：１危険物　２高圧ガス　３高危混在 ４その他

貯蔵・取扱・運搬の別：

数量・倍数：

設置の完成：　　　　　　年　　　月　　　日

直近の完成：　　　　　　年　　　月　　　日

	１2　施設装置
	
	１７　物質の区分等
	

	名称：
能力：
	１危険物　２高圧ガス　３指定可燃物　

４可燃性ガス　５毒　物　６劇　物　　７その他

状態（固相　液相　気相）　圧力（常圧　加圧）

温度（低温　常温（0－40℃）　高温）

分類：第　　類　　　　名称：
流出量：　　　　　　　リットル・キログラム・その他

	１３　機器等
	温度・圧力：　　　℃　　　kpa.
	

	名称：
規模：
	

	１８
	危険物保安統括管理者
	1 選任有  2 選任無  3 不要
	１９
	危険物保安監督者
	1 選任有  2 選任無  3 不要

	２０
	危険物取扱者の取扱・立会い
	１有

２無
	取扱者：従業員別：　　　　年齢：　　歳　経験年月数　　年　ヵ月　免状：

	
	
	
	立会者：従業員別：　　　　年齢：　　歳　経験年月数　　年　ヵ月　免状：

	※　受　　付　　欄
	※　経　　　　過　　　　欄

	
	


　（裏面）
	２１
	設備・機器等の概要：

	２２
	事故の概要：



	２３
	緊急措置の状況：　　有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・無

	２４
	主　原　因
	
	着火原因
	

	原　因
	発生原因の状況：

	２５
	被害の状況
	１　設備機器内　２　施設装置建屋内　３　隣接施設へ拡大　４　事業所外へ

５　他の施設から　６　流出に起因し施設外から

	２６
	人　　的　　被　　害
	２７
	物　　的　　被　　害

	被害内容等
区分
	死亡

者数
	重傷

者数
	中等

者数
	軽傷

者数
	死傷



原因
	職　業

又　は

職　名
	正社員・

非正社員

別
	被災影響範囲及び拡大の状況：

	当事者
	
	
	
	
	
	
	
	

	防災活動従事者
	
	
	
	
	
	
	
	施設等の被害状況：



	第三者
	
	
	
	
	
	
	
	

	２８
	関係機関、自衛防災、消防組織等の出動状況
	

	消防機関
	台　隻　機　人
	自衛
	台　隻　機　人
	物質の被害状況：



	消防団
	台　隻　機　人
	共同
	台　隻　機　人
	

	海上保安部
	台　隻　機　人
	応援
	台　隻　機　人
	

	その他の機関
	台　隻　機　人
	その他
	台　隻　機　人
	損害額：１万円未満　１万円以上（　万円）

	２９
	実施した防災活動の状況

	公設消防機関


	自衛防災・消防組織等

	３０
	防災活動上の問題点
	

	

	３１
	施設名
	
	
	３２
	定期点検等
	消　防　法
	そ　の　他

	行政措置
	使用停止
	年　月　日
	年　月　日
	
	定期・自主点検
	年　月　日
	年　月　日

	
	改善命令
	年　月　日
	年　月　日
	
	漏れ試験等
	年　月　日
	年　月　日

	
	停止解除
	年　月　日
	年　月　日
	
	一　体　点　検
	年　月　日
	年　月　日

	
	関係条項
	　　　　　　
	　　　　　　
	
	保安検査
	年　月　日
	年　月　日

	
	その他
（　　　）
	年　月　日

１文書２口頭
	年　月　日

１文書２口頭
	３３当該施設に係る

　　法令違反の有無
	有・無

内容：

	３４
今後の対策


	

	３５
所　　　見
	


　備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　　　　２　法人にあっては、その名称、代表者及び事務所の所在地を記入すること。

　　　　３　※印の欄は、記入しないこと。
